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通信衛星の変遷
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国内向けのサービスとして始まった衛星通信サービスは、30年の間に、たゆまぬ軌道位置・周波数調
整の推進と、衛星自身の能力増強によりグローバルなカバレッジを持つに至りました。
非常時向けの緊急回線という基本的な用途に加え、携帯電話基地局や航空機、船舶と基幹ネット
ワークを繋ぐバックホール回線という平時、日常の用途でも広く活用されています。
この度、電波政策2020懇談会 制度WGにてヒアリングの機会を賜ったので、弊社の取り組みを踏ま
えて意見を提出させていただきます。
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■■■■■■

（現用衛星） （後継衛星）

Asia Beam Pacific Beam



１．衛星放送関連
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BSとCSの間の周波数帯が新たに利用可能となり、これを放送で使用できれば、衛星基幹放送に今まだ多く残る
SD(標準画質)放送のHD化が可能となります。
衛星放送受信機器の設置不良がある場合、中間周波数帯において電波の漏洩が生じ、他の通信システムへ干渉し
てしまう可能性があるため、問題があった箇所には軽減対策の実施が必要となります。
2017年からのスタートとなる110度衛星(BS･CS)左旋円偏波の受信環境の早期整備と、中間周波数帯での電波
漏洩対策を合わせて推進することへの、電波利用料を用いた支援を強く要望します。

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

BS BS右旋(ch17)で
4K・8K試験放送

BS右旋で4K実用放送
BS左旋で4K・8K実用放送

CS CS左旋で4K試験放送 CS左旋で4K実用放送

漏洩対策

受信環境普及

BS(HD28ch,SD1ch)

BS

4K･8K放送で利用される予定の新しい周波数

CS(HD21ch,SD33ch)

CS

BS 衛星基幹放送新たに利用可能となった周波数帯

ブースター

中間周波数帯に変換
コンバーター

干渉発生の
可能性

中間周波数帯で同軸ケーブル内を伝送

現在は右旋円偏波の
み受信可能
右・左旋円偏波に対応
した受信設備に交換

他の
通信
システム

11.7GHz 12.75GHz

1.03GHz 3.22GHz

右旋円偏波

左旋円偏波

CS

？ ？

東京
オリンピック
パラリンピック

漏洩



２．衛星通信関連
 衛星通信システムと第４世代移動通信システムは共用調整を実施しています。
 衛星通信システムは、国内限定箇所または地形等により十分な遮蔽がなされた地域にのみ、アンテナ設備の開
設場所を制限することで共用する方針です。

 今後設置する第４世代移動通信システムの基地局に関し、開設申請前に共用基準を満たす設計かどうか、及
び、基地局開設後は、共用基準を守れているかどうかを定期的に確認する必要があります。

 共用が複数システム・複数事業者に跨って生じているため、事前調整・事後監視・問題発生時の調停等を中立
的第三者機関にて行う事が望ましく、その機関を電波利用料を用いて支援することを要望します。
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第４世代移動通信システムとの周波数共用が衛星システムに与える影響

衛星帯域（Cバンド）
3400 3480 3520 3560 3600 4200

第4世代移動通信ｼｽﾃﾑ

衛星通信設備の受信周波数帯幅

干渉電力

降雨に強いCバンド帯を利用したデータ通信や業務用映像伝送（海外スポーツのライブ中継など）

（ＭＨｚ）

隣接チャネル

干渉電力の影響を軽減する
フィルタを追加して利用

3700

同一チャネル

中立的
第三者機関

A社 Z社

基地局パラメータ等を開示

a社 z社

共用基準の開示
共用状況の照会・確認

第三者機関による共用関連事務の効率化（案）

移動通信サービス事業者

衛星通信サービス事業者
干渉発生



３．電波利用料関連①
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 衛星通信は東日本大震災等の大規模災害や緊急事態時等の確実な通信手段として、国民の生命、財産の
保護に著しく寄与しているというその重要性等から、1/４の軽減を配慮いただいておりますが、この重要性は2020
年に向けて変わることなく、確実なライフラインの提供という公共性の高い通信システムであることを勘案いただき、
特性係数を維持いただくことを要望します。

 世界の衛星需要は特にアジア域で旺盛であり、当社も、降雨に強いCバンドの供給を強化しています。
 この周波数帯域は国内におけるひっ迫帯域に含まれ、電波利用料額も高額になっており、上記による軽減処置
を頂いてもなお価格競争激しいアジア市場における競争力低下という影響を生じさせています。

 今回の見直しにより、これまで同様に料額が一定率増加することとなった場合、日本国の事業者としての競争力
がさらに低下し、国益にも適わないのではないかと考えます。

 国益を損なわず、競争力を高めるために外国向け提供の場合の特例処置として、新たな減額スキームの導入を
要望します。

 電波利用料は必要性を充分検討した上で、共益となる事業のために利用して欲しいことは言うまでもありません
が、電波の有効利用に資するという目的には、電波産業全体の育成という目的も包含されていると考えるので、
産業育成に繋がる諸策の推進に電波利用料を使用して欲しいと考えます。



３．電波利用料関連②
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 現在の制度では、電波利用料は1年分を前払いすることになっており、その期間の途中で無線局を廃局しても、
支払った電波利用料は還付されません。

 特に人工衛星局については、人工衛星を更改する場合、同一軌道位置に衛星を配置し利用者を移行させる必
要があります。

 同一周波数を同時利用することは不可能であるにも係らず、衛星の更改期間中は二重に電波利用料を支払う
こととなることに加え、利用者移行終了後に無線局を廃局した場合でも、ひとつの軌道位置で二重に電波利用
料を支払うことになり、特に料額の高いCバンドでは国際競争力を減じる事にもなっています。

 国際競争力維持のため、廃局後の期間に相当する電波利用料を還付する制度の導入、若しくは後継衛星の免
許申請時に後継衛星である事を確認頂き何らかの減免処置を導入いただくよう要望します。

応当日 免許廃局

電波利用料支払対象期間
（1年間）

応当日 応当日

電波利用料支払対象期間（1年間）

電波利用料支払対象期間（1年間）

後継衛星免許日 応当日

利用者移行同一軌道位置

更新のため打上げ

軌道位置から外して利用終了(廃局)

免許申請

無線局を廃局しても、この
期間の電波利用料は還
付されないため、この部分
が二重支払になる。

応当日とは免許日となります



４．防災衛星通信システムの海外展開
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展開予想図

試験導入

Control Center

• 制御局(HUB)＋可搬局数台
の無償提供（実証実験用）

• 技術供与(運用トレーニングを含む)

• 可搬局、車載局の追加導入
（当該国による有償購入）

• 近隣諸国における利用など

衛星インフラパッケージ輸出
日本コンソーシアム

• トルコ共和国
• チリ共和国
• 東南アジア諸国
• アフリカ諸国

等

検討対象国

東日本大震災で活躍した防災衛星通信システムを海外へ輸出し、諸外国の防災や人道支援に資する。
• 世界の地震・災害国を主なターゲットに、オールジャパン体制で、衛星調達のコンサルティング、衛星の製造・打ち上げ、サービス提供、地上設備の設置・
運用等、当システムをパッケージとして海外へ展開します。

• 当該システムの展開については、初期導入として制御局及び重要拠点に対する地上局（可搬局等）を整備し実証実験用のネットワーク基盤を構築
後、当該国の全域に固定局、車載局、可搬局を順次配備します。

• 国によるトップセールスやファイナンス上の支援などを通じ、海外向けの展開を積極的に支援いただきたい。

Control Center

全域に配備

重要拠点に配備



５．大規模災害時の災害医療用通信手段の整備促進と海外展開
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• 目的：大規模災害（気象災害、地震、噴火、人為的災害）時の非常用通信手段として医療関係者が利用
するための専用衛星通信回線の国内整備促進と海外展開による国際競争力のあるビジネスへの育成を図る。

• 災害拠点病院とDMAT隊に衛星通信システムを導入することで、災害時に医療関係者専用回線を確保できる。
• 想定展開シナリオ（案）：

 第１段階：災害拠点病院とDMAT隊に衛星通信設備を配備
 第２段階：海外へのエリア拡張による災害時国際派遣展開
 第３段階：東南アジア等へのシステムインフラ輸出展開
～無線技術を核とした国際競争力のあるビジネスへ発展～

専用帯域

山口管制センター

横浜衛星管制センター

広域災害地域

衛星回線
制御装置

制御装置
（拡張用）

地上回線断
輻輳

利用想定アプリ

音声（衛星・外線）

インターネット接続（EMIS等）

TV会議

制御装置 （拡張用）

災害拠点病院（固定局）：約７００箇所
DMAT隊（可搬局・車載局）：約１３００チーム

電波利用料の活用用途：
災害医療用衛星通信システムを医療機関が導入する際の

設備整備費補助
上記無線システム取り扱い者の人材育成補助
海外展開向け各種支援策



６．その他意見
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 宇宙ビジネスの活性化：昨今、宇宙ビジネスが活発化する中、宇宙ビジネスに係わる法制度が整備されつつあ
るが、今回の法制化に伴い、宇宙事業に関わる既存の手続きが複雑化しないよう適切に電波法も改訂されるこ
とを要望します。

 衛星の軌道権益確保：衛星の軌道位置と、そこにおける利用周波数帯・カバーエリアの確保は、日本国の衛星
通信産業の趨勢を決める重要な権益と考えるので、引き続き積極的に推進願います。

 電波監視能力の強化：隣接する衛星システム同士の場合でも国家間での取り決めにより共用条件を定めてい
るが、実際の運用では、基準値を超えた電波干渉が発生する場合があるため、その監視と調停を迅速に行い電
波環境を良好に維持することが重要であり、官民協力のもと、より良い体制を目指していくべきと考えます。

 通信衛星の高度化：通信衛星の高度化による周波数利用効率の向上は、ユーザーの便益を高め、衛星通信
の利用分野拡大に大いに寄与するので、この方針に沿った次期技術試験衛星の開発には電波利用料の活用も
検討すべきであると考えます。


